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（１）前経営強化計画の実績についての総括

　１．経営強化計画の策定にあたって

 各種団体 地域 商工会議所 商工会 連携  支援活動 行      顧問契約 締結    中小企業診断士等２名 専門家   相談業務 
実施し、相談機能の強化を図りました。
○17時までの窓口相談業務の継続（相談件数1,071件）、総合ローンセンターにおける休日営業の継続実施
○経営者交流会     実                 交流会 開催 （10回／参加企業数延1,228社）
○専門家コンサルティング相談：606件   平成２８年３月期   累計実行件数 

 当信用組合  平成２４年１月 金融機能 強化    特別措置 関  法律（以下  金融機能強化法    ）附則第１１条 規定  震災特
例協同組織金融機関   全国信用協同組合連合会 通 ２００億円 資本支援 受  資本 増強 図  平成２３年４月 平成２８年３月  
 ５ 年計画 策定  地域 密着  金融機関   東日本大震災   復旧 復興 向 全力 中小零細事業者 個人 皆様 対 積極的 信用供
与の維持・拡大と各種サービスの提供に取り組んでまいりました。

  客様 動向 沿  店舗展開 実施    意欲 高 職員 支店長 抜擢  公募制度 導入
○楢葉支店 本庁前支店  相談    設置  ２８年３月   四倉支店 移設
○津波により全壊した塩屋崎支店の移設／３店舗の統廃合・総合ローンセンターの設置／好間支店の新築移転

相談機能の強化

営業体制・営業店拠点機能の強化

震災復興に向けた新商品の提供

事業再生に対する支援

 対面         丁寧 行  書面 表    客様 置   状況   細  把握  事業再開 生活再建 相談等 真摯 対応      復
旧 復興 向  資金    把握 努         
     災害復旧資金：251件3,338百万円／    ”力”5000 3000：212件2,467百万円／災害復興住宅   ：67件1,045百万円
 地域復興応援商品     ：１０６件３,３４３百万円／      (創業 新事業支援資金)：73件468百万円

 平成２８年３月期   累計実行件数 金額 

震災により被災したお客様に対しましては、渉外活動を通じ、財務情報だけでなく、お客様の悩みや問題点等の定性面の情報を速やかに把握したうえで、営業
店及び関係部署と連携を図り、早期に事業再生支援が必要な先に対しましては、外部専門家機関等とも連携することで、事業再生に向けた体制づくりに取組
んでまいりました。
 福島産業復興機構   支援決定：４先 東日本大震災事業者再生支援機構   債権買取：７先  平成28年３月期   累計実行件数 

1 いわき信用組合 



（２）資産負債の状況

（単位：百万円）

（３）特定震災特例経営強化計画の実施期間

平成２８年４月  平成３３年３月末  （５年間）

金融機能強化法附則第11条第４項 規定   適用   同法第33条第１項 規定 基   平成28年４月  平成33年
３月   特定震災特例経営強化計画 実施      

　１．経営強化計画の策定にあたって

預積金  震災直後 平成２３年３月末預金残高１４３,２１７百万円 対  ３７,１３２百万円増加    貸出金  
平成２３年３月末貸出残高１０２,０５８百万円 対  ２８９百万円 増加       
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（１）当信用組合の基本方針

 東日本大震災 発生  ５年 経過  地元  客様 懸命 復興 再生 努力     中     当組合    取引先  
取引継続、経営の質的改善等に親身に応じてまいりましたが、地域のお客様を最大限支援する基本姿勢を貫き、しっかりと取り組んでい
    使命    認識       
      環境     十分  円滑 金融仲介機能 発揮        地域経済 復興 活性化  不可欠    相互扶助
 理念   私  信用組合 使命 捉  的確  迅速 対応 取組          今  続    原発事故 含  震災影
響      昨今 経済環境 変化 及  影響 含  地域経済 脅  要因 様々    地域 復興 創生 地域経済 活
性化へ向けた支援策に積極的に取組んでまいります。

　２．信用供与の円滑化、地域経済の復興に資する方策

信用供与 円滑化
（いわしん安心バリュー、外部専門家によるコンサルティング

営業店拠点機能の維持・強化

経済の活性化
（地方公共団体との連携・クラウドファンディングの提供）

対応できる人材の育成

地域経済 復旧 復興
地方創生

いわき信組だからできるお客様対応の強み、気持ちに寄り添い気持ちにこたえる

新  復興    
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（２）中小規模の事業者に対する金融円滑化の取組み

施策 取組内容

　２．信用供与の円滑化、地域経済の復興に資する方策

相談業務等の実施
・専門家による経営課題解決に向けた相談会の開催
            休日相談／住宅       各店休日相談
 営業時間 延長   客様 融資相談 対応

いわしん安心バリューの推進

各種情報提供の実施

 取引先 従業員  信頼関係 構築 新  資金需要 創造

経営者交流会     実    会員向  情報提供    実施

（いわしん安心バリューの
パンフレット貼付）

（うるしの実クラブ会報表紙または
同クラブ総会写真等貼付）

【いわしん安心バリューＰＦ】 【うるしの実クラブ総会】 【専門家との個別相談会】
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（３）東日本大震災からの復興に資する方策

（４）業務を行っている地域における経済の活性化に資する方策

（５）経営基盤の充実のための方策／人材育成のための方策

（クラウドファンディング
関連・地域振興ファンドの
写真（契約時のものなど）

貼付）

復興        変化  資金    対応  新商品開発 継続
 事業再生    （福島産業復興機構 東日本大震災事業者再生支援
機構、うつくしま未来ファンド）等の活用
・中小再生支援協議会等との連携
 中小企業診断士 税理士 弁護士等 各種専門家  協働
・ビジネスマッチングの開催
・信組業界のネットワークを通じた物産展や商談会等への出展支援

施策

復興 創生 向  対応

営業店拠点機能の維持・強化

震災復興 創生 向  新商品 開発 提供

日々の営業活動を通じ、お取引先の個別事情を把握し、外部機関と連携
のうえ事業再生に向けた経営計画の策定支援等による事業再生の推進

販路拡大 向   対応

取組内容

 地域振興     設立 

　２．信用供与の円滑化、地域経済の復興に資する方策

施策

収益力強化

人材育成

取組内容

事業性 個人消費性資金 融資 増強

施策

地方公共団体との連携

創業又 新事業開拓支援

取組内容

          創生総合戦略 立案 戦略会議  出席
・地域振興ファンドの推進
・クラウドファンディングの推進

外部機関等との連携

・内部研修会、外部講師の研修会への積極的な参加
・ＣＩＳ（顧客感動満足）マイスター資格取得

被災地 現状 復興     進捗 鑑  店舗毎 特性 考慮  
   取引先 利便性向上 向  必要 応  店舗戦略 検討
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